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本資料における業績予想及び将来の予測等に関する記述は､現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり､潜在的なリスクや不確実性が

含まれております。従いまして､実際の業績は､様々な要因によりこれらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おきください。
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当社のイノベーションの源泉としての無形資産

2019

第1回

「ESG」説明会

2022

第2回

「環境戦略」説明会

創業以来、当社の事業活動共通に根付く
「信頼」と「環境配慮・保全」の考え方を説明

当社のサステナビリティの基礎となる
「事業を通じた社会課題の解決」の考え方を
説明

2023

第3回

「DX戦略」説明会
DXを通して当社の製品・サービスが
持続可能な社会を支える基盤として
定着することを目指す当社のDX戦略を説明

2024

第4回

「人材戦略」説明会
人材のトランスフォーメーションが
事業のトランスフォーメーションに
つながるメカニズムを説明

2026

第6回

「知的財産戦略」説明会
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2025

第5回

「デザイン戦略」説明会
事業の上流から下流までデザインが深く関わり
新たなイノベーションを生み出すデザイン経営
を説明

事業ポートフォリオの変革を支えてきた
知財を軸とした無形資産の掛け合わせにより
競争優位を構築する知的財産戦略を説明
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パテントリザルト社
「特許資産規模」および
「他社牽制力ランキング」
(2024年）

日本登録特許ランキング*¹
(2024年)

1,589件 (8位)

米国登録特許ランキング*²
(2024年)

1,173件 (19位)

IAM Asia IP Elite 2024

クラリベイト アナリティクス社

Top 100
グローバル・イノベーター2025

令和７年度「知財功労賞」
経済産業大臣表彰

経済産業省
「多角的なルール形成活動の取組み
が高く評価された企業」

（2025年）

8社 に選出

1位

富士フイルムグループの知財権
(2025年3月末)

特許保有件数 54,389件

意匠保有件数 4,541件

商標保有件数 7,823件

*富士フイルムおよび
富士フイルムビジネスイノベーション計

*富士フイルムおよび
富士フイルムビジネスイノベーション計

*¹ 出典: https://ipforce.jp/patent-ranking/2024 (富士フイルムおよび富士フイルムビジネスイノベーションの合算値）
*² 出典: https://www.ificlaims.com/rankings/top-50-2024/

競争優位となるグループの知財・技術アセット基盤

化学業界

3
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本日の登壇者

4

佐久間 直子執行役員
知的財産部長

菅原 郁郎取締役（社外取締役）

1

2
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自己紹介

佐久間 直子（さくま なおこ）
◼ 略歴

• 1993年 株式会社ジェーシービー

• 2002年 University of London, IP LLM ロンドン大学 法学修士

• 2005年 沖電気工業株式会社 海外法務部

• 2006年 富士フイルム株式会社 知的財産本部 知財法務部

• 2017年 富士フイルム株式会社 知的財産本部 知財法務部長

• 2021年 当社 知的財産部長 兼 知財法務グループ長

• 2024年 当社 執行役員 知的財産部長 兼 知財法務グループ長

• 2026年 当社 執行役員 知的財産部長 (現在に至る）

◼ なぜ知財？

• 海外での出来事 →「日本の技術を守る仕事がしたい」遅まきながらの決心

• 今、あらためて思うこと
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本日お伝えしたいこと

事業ポートフォリオの変革を支えてきた、

知財を軸とした無形資産の掛け合わせによる競争優位の構築

事業および研究開発・知財・デザイン・AI/DXが一体となり、未来に続く価値を創出

多様な知財活動による事業成長への寄与

顧客訴求価値に応じた知財アセットとその活用

知財インテリジェンス活動による経営・事業の意思決定の高度化

将来にわたるキャッシュ創出を支える、

AI・DX活用による知財の進化

財務情報と知財情報の紐づけによる分析の深化と企業価値との連動性強化

1

2

3
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目次

1. 事業ポートフォリオ変革と知財戦略の発展

2. 当社知財の強み ～多様な知財活動による事業成長への寄与

3. AI・DX活用による知財の進化

4. 社外取締役による評価
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1．事業ポートフォリオ変革と知財戦略の進化
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1-1| 無形資産のシナジー創出による事業変革の実現

イノベーションの源泉となる多様な無形資産を融合
事業の価値創出とポートフォリオの変革により持続的な成長を実現

1-1| 当社の目指す姿―しなやかな自己変革による持続的な成長の実現

オープン、フェア、クリアな 企業風土

変化を成長のチャンスと捉える 人材

知財デザイン AI・DX

ヘルスケア
ビジネス

イノベーション
エレクトロ
ニクス

イメージング

事業の価値創出

事業ポートフォリオ変革

イノベーションの源泉としての無形資産

グループパーパス「地球上の笑顔の回数を増やしていく。」

ブランド技術
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技術・無形資産の戦略方向性

1-2| 事業変革と連動して進化・拡大を続ける知財活動

● 自社技術の棚卸

成長領域の探索期

写真フィルム市場の急激な縮小

成長領域の検証期

注力/非注力領域の見極めによる
事業ポートフォリオの
ファインチューニング

さらなる成長期

グループシナジーを最大化

2020年代～2010年代2000年代～1990年代

写真フィルム市場における
競争優位性の確立

● 積極的なM&Aによる事業基盤の獲得

（技術・ノウハウや顧客等の無形資産を拡充）

● 先発企業との技術競争

● 競争優位性の確保

● 事業でのAI実装による

さらなる成長

知財活動の広がり

● 知財ポートフォリオの大幅見直し

● 成長性を見定めるインテリジェンス活動

● 競争優位な特許網の構築

● ノウハウによる差別化

技術の保護

● AI実装により創出された

知財を事業横断で活用可能に

する知財活動● 事業部との知財戦略協議

● 当社CEO直轄組織に再編

● グローバルガバナンス強化

●優位性を発揮可能な分野の

検証・見極め
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1-3| 無形資産のシナジー創出を加速するための組織設計

無形資産のシナジー創出をさらに発揮・加速させるため、
知財部門を事業会社のR&D組織から当社CEO直下組織に改組

11

CEO

R&D
部門

・・・ ・・・

富士フイルム（事業会社）

（～2013年）

知的
財産部

CEO

・・・ ・・・

富士フイルムホールディングス（持株会社）

（2021年～）

デザイン
戦略室

知的
財産部

ICT
戦略部

(AI/DX)

事業横断での無形資産活用に実効性を担保
（知財・デザイン・AI/DXの連携）

CEO

・・・ ・・・知的
財産部

（2014年～）

知財部をCEO直下組織に 知財部を当社のCEO直下組織に
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競争力維持への貢献から、当社技術の見極め、成長市場の見極めへ貢献領域を拡大
変化を先読みしながら攻めの知財活動を推進

自社技術の権利化

他社脅威の排除

顧客訴求価値の保護・活用

知財インテリジェンス
・開発の方向性探索

知財インテリジェンス
・投資ターゲット検証
・社員保有技術連携
・顧客探索サポート

アライアンス構築

当社の技術は
活きるか?

競争力を
維持できるか?

成長市場か?✕ ✕

ルール形成
拡大・多様化する
自社技術の可視化

標準化による社会実装

1-4| 競争力強化を実現する多角的な知財活動の展開
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1-5| 事業ポートフォリオと連動した知財ポートフォリオ戦略

事業ポートフォリオの変革に合わせて、知財ポートフォリオの構成を大幅に見直し、
成長領域のヘルスケア・エレクトロニクスの特許ポートフォリオを強化

▍事業ポートフォリオの変革に応じた知財ポートフォリオの転換

54%

17%

12%

37%

22%

13%

12%

33%

2000年 2024年

7% 9%

38%
17%

24%

21%

18%

27%

13%
26%

2000年 2024年

売上高 保有特許件数

ヘルスケア

エレクトロ
ニクス

イメージング

ビジネス
イノベーション

ヘルスケア

エレクトロ
ニクス

イメージング

ビジネス
イノベーション

成長領域のヘルスケア・
エレクトロニクスを強化
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新規/次世代事業

• バイオCDMO・ライフサイエンス
（細胞・遺伝子治療）

• 半導体材料（先端パッケージ材料）
• エレクトロニクス材料

成長事業

• メディカルシステム
• バイオCDMO・ライフサイエンス
（抗体医薬）

• 半導体材料
• ビジネスソリューション
（DXソリューション）

価値再構築事業

• グラフィックコミュニケーション
• 医薬品

基盤事業

• ディスプレイ材料
• コンシューマーイメージング

• プロフェッショナルイメージング
• オフィスソリューション

技術先読み（知財インテリジェンス活用等）

全社研究開発

14

中期経営計画「VISION2030」達成に向け、事業ポートフォリオマネジメントと連動し、
各事業のフェーズと競争状況に応じた知財戦略を展開

低

市
場
の
魅
力
度(

成
長
性
な
ど)

高

自社の収益性 高

1-6| 研究開発・事業のライフサイクルに応じた知財戦略

差別化に資する知財ポートフォリオ構築
他社特許リスク低減

出願件数・保有件数の厳選
知財のマネタイズ

出願件数・保有件数の厳選
顧客訴求価値の保護

技術の黎明期での出願活動強化
技術・事業化の見極めに対応した新陳代謝
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新規/次世代事業

• バイオCDMO・ライフサイエンス
（細胞・遺伝子治療）

• 半導体材料（先端パッケージ材料）
• エレクトロニクス材料

成長事業

• メディカルシステム
• バイオCDMO・ライフサイエンス
（抗体医薬）

• 半導体材料
• ビジネスソリューション
（DXソリューション）

価値再構築事業

• グラフィックコミュニケーション
• 医薬品

基盤事業

• ディスプレイ材料
• コンシューマーイメージング

• プロフェッショナルイメージング
• オフィスソリューション

技術先読み（知財インテリジェンス活用等）

コーポレート

15

低

市
場
の
魅
力
度(

成
長
性
な
ど)

高

自社の収益性 高

1-6| 研究開発・事業のライフサイクルに応じた知財戦略

差別化に資する知財ポートフォリオ構築
他社特許リスク低減

出願件数・保有権数の厳選
知財のマネタイズ

出願件数・保有件数の厳選
顧客訴求価値の保護

マネタイズ価値も意識した、技術の黎明期での出願活動強化
技術・事業化の見極めに対応した新陳代謝

知財戦略協議

事業部長や開発部門責任者との「知財戦略協議」により、
事業部別に知財課題を明確化し、施策を的確に実行

経営戦略と連動した
知財戦略を事業別に展開

事業別
知財課題の設定
（短期・中長期）

施策の実行

進捗・成果
レビュー

中期経営計画「VISION2030」達成に向け、事業ポートフォリオマネジメントと連動し、
各事業のフェーズと競争状況に応じた知財戦略を展開
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２．当社知財の強み ～多様な知財活動による事業成長への寄与
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ヘルスケア製品例

エレクトロニクス製品例ビジネスイノベーション製品例

イメージング製品例

17

2-1| 競争優位を支える知財・技術アセット基盤

富士フイルムグループの強固な技術アセットを基盤に、
競争優位と企業価値創出につなげる知財活動を展開

材料
化学

基盤技術

画像 光学 解析

生化学
機械
設計

生産
システム

ソフト
電気
電子

酸化還元
制御技術

ナノ分散
技術

システム
設計技術

精密成型
技術

粒子形成
技術

撮像
技術

MEMS
技術

機能性
分子技術

精密塗布
技術

製膜技術

コア技術

機能性
ポリマー
技術

バイオエンジ
ニアリング

技術

instax
“チェキ”フィルム

高画質
Super EA-Ecoトナー

デジタル
マンモグラフィシステム
AMULET SOPHINITY

イメージセンサー用
カラーフィルター材料
Wave Control Mosaic

ベースとなっているコア技術

ベースとなっているコア技術

ベースとなっているコア技術

ベースとなっているコア技術
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事業セグメント 主な顧客訴求価値 効果的な知財アセット

ヘルスケア
（メディカルシステム）

性能、操作性、
デザイン

ヘルスケア
（バイオCDMO・

LSソリューション）

受託実績、品質、
生産技術

エレクトロニクス
機能、品質、
生産技術

ビジネスイノベーション
利便性、デザイン、
生産性

イメージング
デザイン・体験、
ブランド、サービス

特許（UI、UX）

特許（製法）データ

特許（モノ、製法）

ノウハウ（解析技術・生産技術）

意匠

商標 特許（UI、UX、ビジネスモデル）

特許（UI、UX、ビジネスモデル）

データ

意匠

顧客訴求価値に応じた多様な知財アセットを組み合わせ、
他社の追従を許さない競争力を発揮する製品・サービスを創出

データ

2-2| 顧客訴求価値を起点とした知財アセットの構築

ノウハウ（生産技術・画像技術）

ノウハウ（解析技術・生産技術）

ノウハウ（AI技術・画像技術）

ノウハウ（AI技術・文書技術）

データ

UI（ユーザーインターフェース）：ユーザーが製品・サービスとやり取りする際に操作する画面や手段などの接点
UX（ユーザーエクスペリエンス）：ユーザーが製品・サービスの利用を通じて得る体験全体
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半導体材料事業の知財戦略における地産・地消・地援の推進

✓ 顧客近隣に拠点を構える現地R&D部門で積極的に

特許を取得し、顧客の高度な要求に応える

研究開発体制を強化することで、

地産・地消・地援の推進を加速

イメージセンサー用カラーフィルタ材料

✓ 高性能を安定的に維持する品質技術はノウハウとし

て秘匿し、顧客ごとに最適化した処方を約900件の

特許網で保護

✓ シェア８割以上を誇る

2-3| 顧客訴求価値の保護・活用戦略 –半導体材料事業

2010 2015 2020 2024

FUJIFILM Electronic Materials U.S.A. の特許出願件数

ネガトーンイメージング(NTI)用現像液

✓ NTIプロセスの基本特許に加え、ネガ型レジストや高純度現像液

など200件超の周辺特許を揃え、強固な特許網を構築

✓ ArF NTIプロセスの急速な普及の

タイミングを的確に捉え、

技術解放により取引機会の創出に

つなげた

網羅的な特許網とノウハウの秘匿により差別化技術を保護し、競争優位性を確立するとともに、
事業機会拡大のための技術開放を戦略的に推進

シリコンウエハ

露光されたレジスト
を残して溶解

✓

ブリッジ・
倒れなし

ネガ型
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特許

意匠

商標

アナログ デジタル

ノウハウ
設備

UI

ブランド名 個別製品名

タグライン メタバース

安定成長期回復期停滞期流行期黎明期

1998 2000 2005 2010 2015 2020 2024

UI・UX

instaxの売上推移と、知財アセットの変化

デジタルシフトを先取りし、特許対象をUI・UXやサービス領域まで拡大
高い模倣抑止力を持つ生産ノウハウと意匠、商標を組み合わせ、

25年以上にわたりオンリーワンの地位を持続しながら、さらなる成長を牽引

2-3| 顧客訴求価値の保護・活用戦略 –イメージング事業（instax）
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内視鏡洗浄消毒システム「ENDOSTREAM」

医療現場観察により、顧客の潜在ニーズを課題化
解決するUI・UXを製品デザインとして意匠と特許の知財ミックスで保護し、競争優位と事業成長を実現

課題の本質を捉えるための
富士フイルムメソッド「STPD」

（See-Think-Plan-Do）

与えられた
情報

課題の背景
上位目的

取り組むべき
「真の課題」

現場観察

2-3| 顧客訴求価値の保護・活用戦略 –メディカルシステム事業（内視鏡）

ベストデザイン（外観・見た目）
を保護

現場観察を通じて見出した、デザイナーの想い
洗浄消毒の進捗を「近くで見やすい」に加えて
「遠くからでも把握したい」

デザインに共鳴する知財部員の想い
ベストデザインだけでなく、
同じコンセプトを持つ別のデザインも真似させない

デザインに至ったコンセプトを保護

特許意匠

デ
ザ
イ
ン
部
門
、
知
財
部
門
の
綿
密
な

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

特許第7104227号(要約)
上面部の設定用パネルと
側面部の実施状況表示用
パネルを備えた内視鏡用
洗浄機

意匠第1683997号他
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“サイエンス”･“イノベーション”での差別化

22

富士フイルムのCDMOならではのOpen＆Close

AI/DXで高度化した生産技術を秘匿しつつ、技術力と品質を示す戦略的特許を厳選して出願
End-to-Endで支援するライフサイエンス領域の、独自のイノベーション技術による競争力を知財面から強化

2-3| 顧客訴求価値の保護・活用戦略 –バイオCDMO事業

秘匿(クローズ)
製造プロセスの最適化技術
高い品質管理ノウハウ

出願・論文発表(オープン)
「還流培養」「連続フロー型遺伝子導
入（CEP）」などに関する技術

他社が解析可能か？
新しいプラットフォーム、コンセプトか？
顧客への開示必要性があるか？…etc.

製剤充填細胞株開発 プロセス開発 治験薬製造 原薬製造

バイオベンチャー

製薬企業

アカデミア 患者様

独自技術

AI Sensing

細胞

培地 プロセス

バイオ生産
三要素

•秘匿を基本としつつ、技術訴求効果や他社動向を考慮して、
戦略的に出願

•出願方針を決めてグローバルに運用
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「IPランドスケープ」が浸透する前から知財情報・技術情報の分析を実施
扱う情報や分析の対象を広げ、競争優位の確立、成長機会の見極め等、戦略的活動を展開

2-4| 当社の知財インテリジェンス活動の歴史と進化

成長領域の探索期

成長領域の検証期

さらなる成長期

～2000年代

● 自社技術コネクティングによるグループシナジーの発揮

● リクエストに応じた調査分析から、依頼部門と共に分析する伴走型支援へ

● 事業・R&D部門からのリクエストに応じた特定テーマに関する調査分析

● 開発現場に密着したナビゲーション機能(R&Dの方向性の判断材料提供）

● 自社技術アセットの把握

● 技術シーズを活かす新たな事業機会の探索

● 特許マップによる競合分析（抜け穴・優位性の確認）

● M&AやR&D投資など経営判断に資する情報提供

▍当社の知財インテリジェンスの発展

● 知財インテリジェンス機能を持つグループ会社を設立

2000年代

2010年代

2020年代～

※『知財人材スキル標準(ver.2.0)』

特許庁が

「IPランドスケープ」
を定義※（2017年4月）
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2-5|事業成長を支える知財インテリジェンス活動

探す対象：技術

┃開発の方向性を見出す

事業戦略策定での利用
プレスリリースや論文等と特
許情報を組み合わせた分析に
より、強化すべき技術領域の
動向を分析、事業戦略策定に
活用。

┃投資ターゲット検証

協業候補企業の提示

┃社員保有技術連携

技術シナジーにつながる場の提供

┃顧客探索サポート

営業部門のためのキーパーソン探索

探す対象：ヒト・組織

探
す
目
的
：R

&
D

探
す
目
的
：
事
業

知財情報の分析から始まり、探す対象・目的に応じて、分析内容を拡大
事業の成長のための「攻めどころ」を的確に見極める取り組みを展開

┃開発の方向性探索

事業戦略策定での利用

論文、特許情報等を組み合
わせた分析により、強化す
べき技術領域の動向を分析、
事業戦略策定に活用

社員が持つ技術のデータベー
スを構築
組織横断で特定技術の保有者
を検索可能にし、R＆Dを加速

新規参入領域において、各
プレイヤーのポジションを
分析し、ポートフォリオを
強化できる協業相手を提示

当社技術を新規に売り込む
企業のキーパーソンを探索
その人物の関心事項も把握
し、営業ツールとして活用
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製品の提供価値を再定義し、
「光沢性」という新たな
価値軸を当社主導で標準化

(標準 ISO/TS 20791-3)

25

2-6 | 社会実装を目指した標準化戦略

ビジネスモデルにルール形成を組み込み、標準化活動を推進
新たな社会価値の創出に貢献しつつ、事業拡大とグローバル市場での競争優位を築く

多様な事業での
豊富な経験

攻めの
国際標準化活動

専門人材の
活動実績

新たな
社会価値創出
と事業拡大

強み2

強み1

強み3
高い専門性と
リーダーシップ

ルール形成に注力し
業界をリード

高級感

画質にこだわるユーザーからの根強い支持

✓ 消費者に銀塩方式の優位性を客観的に訴求可能に
✓ 新たな付加価値で製品などのシェア拡大を目指す

当社写真プリントの優位性を客観的に訴求するため
光沢性評価方法を標準化

昇華型
方式

IJ方式
銀塩方式

培った成功事例を
他分野へ展開

当社の標準化戦略の強み
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３．AI・DX活用による知財の進化
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3-1| 知財戦略の実効性向上を支える知財情報の可視化

外部知財
情報DB1

外部知財
情報DB2

知財開発
アプリ

知財LLM
環境

契約情報
管理システム

経営情報
分析システム

知財情報
管理システム

知財管理システムを中核に各種情報連携を強化し、知財ポートフォリオの可視化を推進。
AI活用により情報収集・分析・課題発掘・実行のプロセスを高度化し、知財マネジメントの深化を図る

知財情報の
可視化

02

03

01
競合分析の深化による
知財ポートフォリオのさらなる質向上

徹底したコスト意識に基づく知財活動の推進
（知財ポートフォリオ管理・活用）

事業別財務情報と知財情報の紐づけによる
事業のステージに応じた知財戦略の実効性向上

27
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事業別の財務情報と知財情報を紐づけ、
事業部との共通の物差しを用いた議論により知財戦略の実効性が向上

適切なKPI
設定

事業管理と
同じ粒度

財務と知財の
紐づけ

財務情報と知財情報を
事業別に紐づけ

ポートフォリオを評価するKPIで
知財の事業貢献を最大化
(e.g. 有用特許率、不用特許率)

事業単位から製品群別への
ドリルダウンなど
事業部と同じ物差しで評価

*富士フイルムグループ社内向け経営情報分析システム。グループ各社のERPデータをクラウドで共有し、事業や会社毎のPL・CCC・購買金額などのKPIを可視化。

3-2| 知財プラットフォームによる知財情報の可視化

経営情報分析
システム

One-Data*

売上
高
(百万
円)

R&D
費
(百万
円)

特許
管理
費
(百万
円)

特許
管理
費比
率
(%)

保有
登録
件数

有用
特許
率
(%)

不用
特許
率
(%)

事
業
A

製品
群a

*,**
*

製品
群b

財務情報

知財情報

ポートフォリオの状態を
把握するKPIを設定

事業管理と同じ粒度
へのドリルダウン
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本日のまとめ

1

2

3

事業ポートフォリオの変革を支えてきた、

知財を軸とした無形資産の掛け合わせによる競争優位の構築

事業および研究開発・知財・デザイン・AI/DXが一体となり、未来に続く価値を創出

多様な知財活動による事業成長への寄与

顧客訴求価値に応じた知財アセットとその活用

知財インテリジェンス活動による経営・事業の意思決定の高度化

将来にわたるキャッシュ創出を支える、

AI・DX活用による知財の進化

財務情報と知財情報の紐づけによる分析の深化と企業価値との連動性強化
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4．社外取締役による評価
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社外取締役による評価

⚫ 経済産業省において事務次官などの要職を歴任。産業政策、通商政策、技術政策、環境・エネルギー
政策に携わるなど、政策立案や組織運営の多様な経験を有する。

⚫ 日立製作所（2022年～現在に至る）およびトヨタ自動車（2018～2025年）の社外取締役として、技
術戦略やブランド戦略などに関する助言を行い、両社の企業価値向上に貢献。

⚫ これらの豊富な経験に加え、高い専門性と広範なネットワークを活かし、取締役会において中長期的
な視点から当社グループの経済安全保障、投資戦略、リスク管理などの重点施策について監督・助言
を行う。また、当社経営に対する有益な提言を通じて、取締役会の意思決定の妥当性と適正性を確保
することで、ガバナンス強化に貢献。

取締役（社外取締役）

菅原 郁郎
略歴
2010年 経済産業省 産業技術環境局長
2015年 同省 事務次官
2017年 内閣官房参与
2022年 当社取締役（社外取締役）（現在に至る）

株式会社日立製作所 社外取締役

31
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社外取締役による評価

1

2

32

日本企業の無形資産開示の方向性を示す先駆者的存在

‐コーポレートガバナンス改革や投資家との対話の高度化が進む中、無形資産と企業価値を

結びつけて説明する日本企業の先行事例として期待

無形資産を有機的に掛け合わせ、成長戦略の中核とする実行力

‐知財・人材・デザイン・ブランド・AI/DXなどの無形資産を相互に関連し合う経営資源として

有機的に掛け合わせ、競争優位や持続的成長につながる一貫した価値創造プロセスを構築

3

経営戦略と無形資産を一体的に捉える経営視点

‐財務と無形資産を分断せず、経営の根幹として一体的に捉え、戦略的に活用するアプローチは、

企業価値向上に直結




